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　2010年に「子ども・若者育成支援推進法」施行されてから，地方自治体による「ひきこもり」関

連調査が多数実施されている．2020年５月現在での自治体の調査状況93件をまとめた資料を厚生労

働省が公開している（厚労省まとめ資料）．今回，2020年６月以降に発表された自治体調査につい

て情報収集し，33件の自治体調査を把握，その概要をまとめ，資料として提示した．これらの調査

を概観すると，調査法やひきこもりの定義が異なっており，特にその出現率については一定の解釈

ができる段階にないことがわかった．

　一方で調査方法については【標本調査】【関係機関・団体調査】【民生委員・児童委員調査】【全

戸調査】【インターネット調査】【その他】に分類することが可能であったため，調査時期（2010年

〜2020年５月までと，2020年６月〜2023年９月まで），都道府県，市町村別にそれぞれ比較検討した．

結果として，都道府県調査では７割以上の比率で【民生委員・児童委員調査】を採用していること

がわかった．また市町村調査では，同様に【民生委員・児童委員調査】の比率が高く，ひきこもり

当事者・家族への調査が増加傾向にあることを再認した．加えて，【民生委員・児童委員調査】の

特徴について考察するとともに，独自の方法で行われている２件の実態調査を概観し，潜在的ひき

こもり当事者へアプローチする新たな調査方法の開発に向けて情報を整理し，今後のひきこもり調

査の課題について論じた．

キーワード：�ひきこもり，実態調査，地方自治体，調査方法の開発
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１．　はじめに

　2010年に施行された「子ども・若者育成支援

推進法」では，その17条において国及び地方公

共団体の責務として「若者が社会生活を円滑に

営む上での困難を有することとなった原因の究

明，支援の方法等に関する必要な調査研究を行

うよう努めるものとする」ことが明記された．

これを契機に国及び地方自治体では「ひきこも

り」に関する様々な調査が行われてきた．

　内閣府が2023年３月に発表した「こども・若



者の意識と生活に関する調査１）」では，ひきこ

もり状態にある人は15歳〜39歳対象調査で

2.05％，40歳〜69歳対象調査で2.97％という出

現率が示されている．この数値は全国に換算し

て推計すると146万人のひきこもり当事者が存

在していることになる．

　この間の調査によって，一定の比率でひきこ

もり当事者が存在するという事実，そしてひき

こもり問題の実態が少しずつではあるが把握さ

れるようになってきた．全国の自治体でも調査

が進められ，2020年５月には厚生労働省の資料

として「自治体によるひきこもり状態にある方

の実態等に係る調査結果」２）がまとめられてい

る（以後，厚労省まとめ資料）．この資料を分

析していくと，都道府県によるひきこもり調査

の72％が「民生委員・児童委員」を対象とした

調査方法を採用していることがわかった．また

政令指定都市である宮城県仙台市が実施した

「民生委員・児童委員」を対象とした調査では，

出現率として0.08％という数値が示されてい

た．これは内閣府の示した調査方法，結果とは

大きく乖離した数値である．そこで，厚労省ま

とめ資料公開後，2020年６月以降に発表された

自治体調査を分析し，これまでの調査方法や内

容がどのように変化しているのか検討する．そ

れに基づいて，今後の支援に必要な視点や調査

法の改善につながる考察を行う．

２．ひきこもりの定義

　2010年４月に「子ども・若者育成支援推進法」

施行されて以降，内閣府では計４回にわたって

「ひきこもり」に関連する調査を行っている．

それらを報告書の発表ベースに挙げていくと，

以下の通りとなる．

・�2010（平成22）年７月　若者の意識に関する

調査報告書３）

・�2016（平成28）年９月　若者の生活に関する

調査報告書４）

・�2019（平成31）年３月　生活状況に関する調

査報告書５）

・�2023（令和５）年３月　こども・若者の意識

と生活に関する調査報告書６）

　これらの調査におけるひきこもりの定義は，

2010年に厚生労働省がまとめた「ひきこもりの

評価・支援に関するガイドライン７）」において

示された定義が引用され，その内容は以下に示

すとおりである．

　「様々な要因の結果として社会的参加（義務

教育を含む就学，非常勤職を含む就労，家庭外

での交遊など）を回避し，原則的には６ヵ月以

上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状

態（他者と交わらない形での外出をしていても

よい）を指す現象概念である．なお，ひきこも

りは原則として統合失調症の陽性あるいは陰性

症状に基づくひきこもり状態とは一線を画した

非精神病性の現象とするが，実際には確定診断

がなされる前の統合失調症が含まれている可能

性は低くないことに留意すべきである．」

　さらに，この定義を用いながら，調査票にお

いて外出の頻度を問う選択肢として，下記の４

項目が設けられ，いずれかを選択し，かつ，そ

の状態となって６か月以上経つと回答した者を

「広義のひきこもり群」と定義している．

　　１　自室からほとんど出ない．

　　２　自室からは出るが，家からは出ない．

　　３　近所のコンビニなどには出かける．

　　４　趣味の用事のときだけ外出する．

　また，１～３の回答者を「狭義のひきこもり

群」，４を「準ひきこもり群」として捉えてい
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る８）．自治体におけるひきこもり調査でも概ね

この定義が採用されており，地域の実情や調査

方法によって変化させて利用されている．

　対象となる年齢層に関しては，ひきこもりが

当初不登校に関連する問題として認識されてき

たため，若年層を中心とされてきたが，近年で

はひきこもりが背景とされる事件が複数発生し

たことを受けて，上限とする年齢層が拡張され

ている．2023年の内閣府調査報告書では調査対

象は69歳まで拡張されており，その出現率も高

齢群の方が高いことが示されている．本稿にお

けるひきこもりの概念は，以上のような前提に

基づいている．

３．調査方法

１）厚労省まとめ資料を基に，2010年以降2020

年５月までに地方自治体が実施した実態調査に

おける調査方法を分類し，その特徴と傾向を分

析した．対象となる自治体数は，都道府県によ

る調査25件，市町村による調査68件だった．

２）2020年６月以降2023年９月までに各自治体

が発表している実態調査報告書を，インター

ネット上で以下の条件を基にして抽出した．

　①調査時期が2020年６月以降である

　②厚生労働省のまとめ資料と重複しない

　③�自治体がホームページ上に報告書の形で公

開している

　④�2023年９月現在，インターネット上で検索

可能である

　検出された調査報告書数は，都道府県による

調査数が９件，市町村による調査数が24件，合

計33件であった．各調査報告書を基に調査方法

を分析した．

３）上記の実態調査の中から全戸調査を実施し

抽出された対象者に二次調査を実施するという

調査方法を採用した美作市と，税務データを活

用し，非課税世帯を対象とした全戸調査を実施

した江戸川区の，特徴的な２事例を抽出し，具

体的に概観するとともに今後の課題を検討し

た．

４．結果

１）2010年以降2020年５月までに地方自治体に

おいて実施された調査の動向

　2010年の「子ども・若者育成支援推進法」制

定以降，ひきこもりに関する調査を率先して実

施する自治体が増加したが，これらの調査結果

を受けて，厚生労働省まとめ資料が公開された．

この資料は2020年５月時点で，概ね過去10年間

において各自治体が調査を実施し，公表してい

る結果を，厚生労働省においてとりまとめたも

のである．各自治体によって調査方法や調査対

象であるひきこもり状態にある者の定義が異な

るため，その結果を単純に比較することはでき

ないとしながらも，都道府県による調査25件，

市町村による調査68件を概観している．結果は

自治体によって様々であり，出現率に関しては，

ひきこもり状態にある者からの回答が０％であ

る調査から，対象の年齢を限定しているが，

7.5％という数値までばらつきがあった．

　しかしながら，同資料は各自治体が実施した

調査方法を掲載していることから，筆者らはこ

の資料から調査方法の種類に注目し，その傾向

を分析した．資料の内容から【標本調査】【関

係機関・団体調査】【民生委員・児童委員調査】

【全戸調査】【インターネット調査】【その他】

の分類を採用した．比率を分析した結果を図１

及び図２にまとめた９）．図１の都道府県による
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調査では【民生委員・児童委員調査】の割合が

72％突出して高いことが示されている．図２の

市町村による調査では【標本調査】の割合が最

も高く46％となっているが，【民生委員・児童

委員調査】の37％，【関係機関・団体調査】

24％を合わせると61％となり，ひきこもり当事

者や家族に直接アプローチしない調査方法が主

流となっていることがわかった．

図１　都道府県による調査方法（2020年５月まで）

図２　市町村による調査方法（2020年５月まで）

２）2020年６月以降2023年９月までの地方自治

体調査の動向

　厚生労働省まとめ資料の調査期間以降（2020

年６月～ 2023年９月）に調査を実施した都道

府県による調査数は９件，市町村による調査数

は24件，合計33件が検出された．各調査の概要

をまとめたものが表１である．厚生労働省まと

め資料と同様に，調査方法やひきこもりの定義

が異なっているため，2020年５月以前と同様に，

出現率の違いも，ばらつきが大きく単純に比較，

検証できるものではない．

　筆者らは，前項と同様に調査方法の種類ごと

の比率を，分析して図３及び図４にまとめた10）．

都道府県調査（図３）では図１と同様に「民生

委員・児童委員調査」の割合が非常に高く，

72．７％となっているのに対し，標本調査は０

件であった．市町村による調査（図４）におい

ても同様に，「民生委員・児童委員調査」が最

も高いのに対して，図２と比較すると標本調査

の比率が低い数値であった．その一方で「その

他」の比率が都道府県で０％から18.2％，市町

村で1.5％から16.1％に増加していた．「その他」

に分類されている内容には，関係団体等ですで

に把握されている，ひきこもり状態にある当事

者や家族を対象とした調査が多くを占めていた．

図３　都道府県による調査方法
（2020年６月〜2023年９月まで）

図４　市町村による調査方法
（2020年６月〜2023年９月まで）

３）特徴的な調査方法を採用した２事例の概観

と課題

（１）岡山県美作市の調査事例11）

　本事例は，一次調査において悉皆調査を実施
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し，二次調査において保健師による訪問調査を

実施するという２段階方式で行われている．一

次調査ではひきこもりに該当する可能性のある

者が240名検出され，その240名を対象にして保

健師が訪問調査した二次調査で実際に調査でき

た数は128名であった．残りの112名は調査対象

とはならず，拒否や２回以上訪問しても不在な

どが，その理由として高い比率を占めていた．

　また，二次調査実施後の出現率として1.23と

いう数値が検出された．これは内閣府の調査で

示された２％という数値を大きく下回るもので

ある．標本調査と悉皆調査の差がもたらす結果

なのか，地域による特性なのか，ここでは断定

できないが，調査方法によって出現率が大きく

違うことを示す結果となっている．

（２）東京都江戸川区の調査事例12）

　本事例は，ひきこもり状態の人をできる限り

正確に把握することを目的として，調査対象を

「給与所得で課税されていない方」とし，さら

に回答のなかった世帯を訪問し回答の促しを行

うという２段階方式をとっている．対象は

180,503世帯となり，結果としてひきこもり当

事者の発現率が4.39という数値が示された．こ

れは内閣府の調査（標本調査）の倍の数値であっ

た．しかし，未回答は77,303件，未回答率は

42.83％に上っていた．

４．考察

　本調査では，これまで地方自治体が実施した

ひきこもりの実態調査の概要と，調査方法のあ

り方を検討したが，これまでの調査方法には課

題となる要素がいくつか混在していることがわ

かった．

　まず，ひきこもりの対象者を自治体が特定す

るには，ひきこもりの定義が前提となるが，年

齢層やひきこもりの期間，生活の状態等，社会

的背景の変化によって影響を受けるため，ひき

こもりを包括的に定義することが困難であると

いう点がある．ひきこもりは時代に合わせて変

化するものとして捉える観点から，国は新たな

定義を含めた支援マニュアルを2024年度中に策

定する方針であることが報道されている13）．

　次に，地方自治体が実施した調査方法の種類

や各々の特徴から考察すると，自治体調査，特

に市町村が行うべき調査は，単なる内閣府や都

道府県の模倣ではなく，潜在的ひきこもり当事

者の存在を把握し，アウトリーチの最初の一歩

としての要素を含んだものへと変化していく必

要があることが示唆されている．その点から考

えると，自治体による調査の手段として最も採

用されている「民生委員・児童委員による調査」

にはメリットとデメリットの両面が存在する．

メリットには，調査対象が自分の地域の住民で

あり，実態を把握しやすいポジションにあると

いう点と，対象者が調査に協力しやすいという

２点がある．これらは，民生委員・児童委員に

よる調査では有効回収率が８割を超えるケース

が複数あることからも示されている．一方でデ

メリットとしては，地域性や民生委員個人の経

験・力量に左右される要素が多い側面がある．

例えば，群馬県の調査14）では担当地区において，

ひきこもり状態の方が「いる」と回答した割合

が19％であるのに対して，「わからない」と回

答した割合は48.7％となっている．これでは約

半数の地域はひきこもりの調査が出来ていない

に等しい状態である．

　岡山県未作市の調査事例では，一次調査の恣

階調査で抽出された対象者に対し，二次調査で

保健師が訪問調査を実施するという二段階方式
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を取っているものの，二次調査の対象者の半分

が調査できないという結果は，訪問調査の限界

を示すとともに，その意義自身も問われること

にもなる．しかしその反面で，調査対象となら

なかった112名の存在は，ひきこもりの特性ゆ

えに自ら支援者との関わりは必要ないと考えて

いる潜在的な当時者を明確にするだけでなく，

どうしたら接点を持つことができるのかを模索す

るきっかけとなることが示唆されるものである．

　江戸川区の調査事例からは，内閣府の調査

（標本調査）における対象年齢のひきこもり発

言率が15歳〜39歳で2.05％，40歳〜69歳で2.97％

と示されたのに対し，江戸川区の対象年齢（15

歳～ 65歳）の発現率が4.39という数値が示され

た．これは調査方法として，対象者を非課税と

いう枠で限定したこと，その上で未回答者に対

して緻密に訪問するといったアクセスを重視し

た方法を採用した結果であると考えられる．し

かしこの方法の課題としては，未回答が77,303

件，未回答率は42.83％に上っている点がある．

これは美作市の場合と同様に，従来から知られ

ている当事者が調査を望まないという，ひきこ

もり調査の課題があらわれている．それでも江

戸川区の人口規模を考えれば，支援が必要だが

支援を求められない人の存在を数値として示す

ことができた点で，意義のあるものとなってい

る．

　今後の引きこもり調査のあり方としては，「潜

在的ひきこもり当事者」にどうアプローチする

か，という視点を重視した調査方法の開発が急

務である．ひきこもりの状態が長期化すれば，

その情報は客観的事実として税務データに現れ

る．その意味では江戸川区の調査が示唆するも

のは大きい．税務データの有効活用が今後の課

題と言えるだろう．同時に「追跡」という概念

も重要な課題である．未回答の中にこそ「潜在

的ひきこもり当事者」が存在するであろうこと

が，本調査で見えてきた．追跡できる形で調査

を実施することが，今後のアウトリーチにつな

がっていく．その意味で調査はアウトリーチの

最初の一歩でなければならないのである．

５．本調査の限界と今後の課題

　本調査では，調査方法を中心に「地方自治体

によるひきこもり調査」について概観したが，

地域性による出現率の差や，調査方法による出

現率の違い等の解析までは行っていない．ひき

こもり出現率の地域性，調査方法による差異，

関連する背景因子の分析，転帰や支援の実態な

ど，検討すべきさまざまな課題が残されている．

　2022年４月に子供・若者育成支援推進大綱15）

が公開され，都道府県及び市町村は子ども・若

者育成支援推進法第９条に基づいて，子ども・

若者計画を，この大綱を勘案して作成する努力

義務を負うことが明記された．

　我々の研究チームでも群馬県内で新たなひき

こもり調査の実施を計画している．江戸川区の

方式を採用して，税務データを活用して対象者

を絞り，調査によって支援とのつながりが発生

するような調査にしたいと考えている．

　しかし，以下のような解決すべき障壁や課題

が存在する．税務データは自治体だけがアクセ

スできる，非常に繊細な個人情報でもある．そ

の活用に向けてどの様に理解を求めていくのか．

また我々研究者に課されている研究倫理の問題

もある．住民のセンシティブな問題へのアプロー

チを研究倫理に反することなく遂行して行くた

めには相当の準備が必要である．今回の資料で

示した情報を活用しながら新たな調査の開発に
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表１　⾃治体によるひきこもり調査まとめ（令和２年６⽉以降　令和５年９⽉まで）
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向けて研究を進めていきたいと考えている．

脚注
※以下に示したURLは2023年９月20日の時点ですべ

てアクセス可能であることを確認している．
１）こども・若者の意識と生活に関する調査報告書

　2023年３月　内閣府政策統括官（政策調整担当）
https://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/ishiki/
r04/pdf-index.html

２）自治体によるひきこもり状態にある方の
実態等に係る調査結果　厚生労働省（令和
２ 年 ５ 月 時 点 ）https://www.mhlw.go.jp/
content/12000000/000691898.pdf

３）若者の意識に関する調査報告書（ひきこもりに
関する実態調査）平成22年７月　内閣府政策統括
官（共生社会政策担当）https://www8.cao.go.jp/
youth/kenkyu/hikikomori/pdf_index.html

４）若者の生活に関する調査報告書　平成28年
９月　内閣府政策統括官（共生社会政策担
当 ）https://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/
hikikomori/h27/pdf-index.html

５）生活状況に関する調査報告書　平成31年３月　
内閣府政策統括官（共生社会政策担当）https://
www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/life/h30/pdf-
index.html

６）前掲１）
７）「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」

厚生労働省　2010（平成22）５月https://www.
mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000006i6f.html

８）ここでは簡潔に表現したが，身体状況や環境の
項目によって，ひきこもり群から除外される場合
がある．具体的には病気，妊娠及び出産，介護，
専業主婦及び家事手伝い，自宅での業務，家族と
の会話などがそれに該当する．自治体調査の中で
もこの項目による違いが散見される

９）ひとつの自治体で複数の種類の調査を実施して
いる場合は重複してカウントしている．また，鹿
児島県と徳之島町，天城町，伊仙町の調査は合同
で実施されているため１件としてカウントした

10）ひとつの自治体で複数の種類の調査を実施して
いる場合は重複してカウントしている．

11）生活と健康に関する調査（一次調査・二次調査）
の結果　美作市保健福祉部福祉政策課　https://
www.city.mimasaka.lg.jp/soshiki/hoken/fukushi/
info/1570002730121.html

12）　令和３年度「江戸川区ひきこもり実態調査」
の結果報告書　江戸川区2022年３月30日

https://www.city.edogawa.tokyo.jp/e042/kenko/

fukushikaigo/hikikomori/r3_jittaichosa.html
13）「引きこもりの定義改め早期介入　議連が厚労

大臣に提言」福祉新聞WEB　2023年６月19日　
https://www.fukushishimbun.co.jp/topics/30004

14）ひきこもりに関する実態調査報告　群馬県
　令和４年２月https://www.pref.gunma.jp/
page/3019.html

15）子供・若者育成支援推進大綱（2021年４月６日
　子ども・若者育成支援推進本部決定）https://
www8.cao.go.jp/youth/wakugumi.html

　※この大綱は子ども・若者ビジョン（2010年７月
23日子ども・若者育成支援推進本部決定）及び子
供・若者育成支援推進大綱（2016年２月９日　子
ども・若者育成支援推進本部決定）に続くものと
して公開されている．
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